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Ⅰ 地域包括ケアシステムの推進について 

１ 地域包括ケアシステムの推進について 

(1) 神奈川県における高齢者を取り巻く状況 

ア 総人口の推移（人口減少時代へ） 

本県における総人口は、2020年に約914万人となり、その後、2025

年までの間には減少していくと予測されている。 

また、人口推計を年齢構成別にみると、老年人口（65歳以上）は、

高度経済成長期に流入した生産年齢人口が順次高齢期に入ったこと

や、長寿化の傾向に伴い、2040年には、2015(平成27)年から約33％

（71万人）増加することが見込まれている。 

人口減少及び人口構成の変化は、経済、医療・介護、地域社会に大

きな影響をあたえるおそれがある。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 高齢者の急速な増加 

今後、高齢者人口が急増することにより、本県においても、これま

でに経験したことのない超高齢社会が到来することとなる。 

本県の高齢者人口は、2040年には総人口の33.6％に達し、2015(平

成27)年比で約1.3倍増加することが見込まれている。 

とりわけ、85歳以上の高齢者の増加傾向は著しく、2040年には、

2015(平成27)年の約2.6倍に達することが見込まれている。 

■ 本県における総人口の推移 

注１ 2015(平成27)年までは、国勢調査による。 
注２ 2020(令和２)年以降は、県政策局による推計。 
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また、県内の地域ごとに見ると、高齢化率の推移は一様ではなく、

地域の実情に応じた対策が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 2015(平成27)年は国勢調査、2040年は国立社会保障・人口問題研究所による推計。 

 

(2) 地域包括ケアシステムとは 

地域包括ケアシステムとは、地域における医療及び介護の総合的な確

保の促進に関する法律第２条において、「地域の実情に応じて、高齢者

が、可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常

生活を営むことができるよう、医療、介護、介護予防（要介護状態若し

くは要支援状態となることの予防又は要介護状態若しくは要支援状態の

高齢化率16.1～20.0％

高齢化率20.1～25.0％

高齢化率25.1～30.0％

高齢化率30.1～35.0％

高齢化率35.1～40.0％

高齢化率40.1～45.0％

高齢化率45.1％～

■ 本県における高齢化の推移 

注１ 2015(平成27)年までは、国勢調査による。 
注２ 2020(令和２)年以降は、県政策局による推計。 

2015年 県内市町村別高齢化率の推移 2040年 
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軽減若しくは悪化の防止をいう。）、住まい及び自立した日常生活の支

援が包括的に確保される体制をいう。」とされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚生労働省資料 

厚生労働省資料 
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(3) 地域包括支援センターが担う役割 

市町村では、人口規模や地域における保健福祉サービスなどの社会資

源の状況等を踏まえ、日常生活圏域（おおむね中学校区）を単位に、地

域の実情に応じて地域包括支援センターの設置を進めている。 

地域包括ケアシステムにおける中核的な機関である地域包括支援セン

ターは、地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援する

ことを目的として、 

① 介護状態となることを防止するための介護予防事業のマネジメント 

② 介護保険外のサービスを含む、高齢者等や家族に対する総合的な相

談・支援 

③ 高齢者等に対する権利擁護事業 

④ 支援困難ケースへの対応など介護支援専門員（ケアマネジャー）へ

の支援 

の４つの事業に加え、住まいの支援や見守り等の生活支援を、地域に

おいて一体的に実施する役割を担う。 

また、在宅医療・介護の連携強化や認知症施策の推進、地域ケア会議

の推進等を図る中で、地域包括支援センターの更なる機能強化に取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長
期
継
続
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

予
防
給
付
・
介
護
予
防
事
業

・中立性の確保

・人員派遣

支援 ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

各種相談・支援、必要なサービスにつなぐ

被保険者

社会福祉士

主任ｹｱﾏﾈｼﾞｬｰ 保健師等

地域包括支援センター運営協議会

（市町村ごとに設置）

・介護保険サービスの関係者

・医療関係団体、福祉関係団体、介護支援専門員等

の職能団体

・民生委員等、権利擁護・相談を担う関係者

・ＮＰＯ等の地域サービスの関係者

・利用者、被保険者（老人クラブ等）

多面的（制度横断的）

支援の展開

行政機関、保健所、医療

機関など必要なサービス

につなぐ

介護予防のマネジ

メントの実施

・アセスメントの
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・プランの策定

・事業者による実施
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包括的・継続的
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・日常的個別指導､

相談

・支援困難事例等

への指導・助言

・地域でのネット

ワーク

地域包括支援センターのイメージ 
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(4) 地域包括ケアシステムの現状と課題 

ア 現状と課題 

○ 高齢者が住み慣れた地域で安心して元気に暮らすことができるよ

う、介護が必要な高齢者に対しては、介護保険サービスをはじめ、

様々な保健福祉サービスを適切に組み合わせるなど、効果的なサー

ビスの提供を行う必要がある。 

また、介護の必要はなくても、一人暮らしや健康に不安のある高

齢者など何らかの支援を必要とする高齢者には、寝たきりなどの要

介護状態にならないための介護予防のサービスや自立した生活を支

援するサービスを提供することが必要である。 

   ○ これらのサービスの提供に当たっては、関係機関や団体、ボラン 

ティアが連携を図りながら、高齢者自らも参加して、地域で包括 

的・継続的な支え合いを行う、地域包括ケアシステムを深化・推進

していくことが重要である。 

〇 いわゆる「ダブルケア」や「8050問題」のほか、「ヤングケアラ 

ー」と呼ばれる子どもの存在等、ケアの必要な人を無償で支援する  

家族への支援が一層求められる事例が明らかになってきている。 

○ 課題が複合化している中、高齢者に対する地域包括ケアシステム

だけでは適切な解決策を講じることが難しいケースにも対応できる

よう、地域共生社会の実現に向けた「我が事・丸ごと」の包括的な

支援体制を整備することが求められている。 

○ 医療や介護を必要とする高齢者については、心身の状態に即した

適切なサービスの提供を切れ目なく行う必要があるため、医療と介

護の連携を強化する必要がある。 

○ 2025年に向け、在宅医療や介護サービスの需要は、高齢化の進展

や地域医療構想による病床の機能分化・連携により増加することが

見込まれている。在宅医療等の需要の増加に対しては、神奈川県保

健医療計画との整合を図りつつ、介護サービス提供基盤の整備を進

める必要がある。 

〇 令和２年１月頃からの新型コロナウイルス感染症の流行により、

外出自粛等による高齢者の心身の状態の悪化への懸念や新たな生活

様式に対応した事業実施の工夫などの取組が求められている。 
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イ 目指すべき方向性 

   ○ 地域の実情に応じて、地域包括ケアシステムにおける中核的な機

関である地域包括支援センターの設置を進めるとともに、地域包括

支援センターや市町村が開催する保健医療及び福祉の関係者等で構

成される「地域ケア会議」を充実させて地域の関係団体等とのネッ

トワーク構築につなげるなど、地域包括支援センターの機能を強化

する。 

○ 住民による参画をはじめ、多様な主体による多様なサービスを充

実させることで、地域の支え合い体制づくりを推進する。 

○ 保健・医療・福祉の関係機関や団体等との連携・協働体制を強化

し、地域包括ケアシステムの構築を推進し、地域における高齢者の

自立した生活を支援する。 

○ 地域における包括的・継続的なケアを行うため、地域における主

治医と介護支援専門員との連携や、医療・介護関係者等を構成員と

する会議を地域別に開催するなど、医療と介護の連携を強化するた

めの取組を進める。 

○ 各種団体や施設等と連携を図りながら、地域の見守り活動や買い

物弱者への生活支援などに高齢者も担い手として参加するなど、地

域住民が共に支え合う地域づくりを推進する。 

○ 介護をしている家族等が介護を理由に離職することのない環境づ

くりを進める。 

○ ＮＰＯ・ボランティア及び高齢者自らを含めた地域活動を行う個

人やグループの活動環境を整備し、協働を進める。 

〇 社会福祉法の改正により、令和３年４月から市町村が、地域住民

に高齢・障害・子育て・生活困窮など、分野を問わず対応し、包括

的に支援を行う重層的支援体制整備事業を実施できるようになった

ことから、同事業を実施する市町村を支援する必要がある。 

〇 コロナ禍の中、オンラインでの会議や新たなつながり方を工夫す

るなど、感染リスクを抑えながら、より効果的な取組の促進につな

げていく。 

    

(5) かながわグランドデザイン第３期実施計画における位置付け 

県が令和元年７月に策定したかながわグランドデザイン第３期実施計

画においては、「プロジェクト３ 高齢者」の具体的な取組みに「地域

包括ケアシステムの推進」を掲げ、地域包括支援センターが地域包括ケ

アシステムの中核的な機関として機能を発揮できるよう、人材養成や医
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療など関係機関との連携強化を支援することや、高齢者が安心してくら

せる住まいの確保を図るため、サービス付き高齢者向け住宅などの普及

や健康団地の取組みを進めるとともに、介護保険施設などの基盤整備を

進めること等に取り組むこととしている。 

 

２ 地域包括ケアシステムの推進に向けた取組状況等 

平成28年12月に改正された「地域における医療及び介護を総合的に確保

するための基本方針」においては、医療計画、市町村介護保険事業計画及

び都道府県介護保険事業支援計画の整合性を確保するとともに、地域包括

ケアシステムの構築を推進することが求められている。 

「神奈川県保健医療計画」（平成30年度～令和５年度）及び「かながわ

高齢者保健福祉計画」（平成30年度～令和２年度）に基づいて実施されて

いる、地域包括ケアシステムの推進に係る主な取組についてまとめた。 

なお、新型コロナウイルス感染症の拡大により、令和２年１月以降の事

業実施については、人と人との密接な接触が制限されたことによる影響を

受けたが、「新しい生活様式」をふまえ、オンラインを活用するなど、工

夫しながら取組を進めていく。 

（※）以下、19頁までの記載における「市町村」の表記は、県内全市町村

を指します。 

  

 (1) 地域包括支援センターの機能強化 

ア 地域包括支援センターの円滑な運営 

(ｱ) 地域包括支援センター職員等養成研修 

地域包括支援センターの職員を対象に、業務を行う上で必要な知

識・技能を習得するための研修を実施する。 

(ｲ) 地域ケア多職種協働推進事業 

県全体及び県保健福祉事務所等圏域単位で、多機関による「地域

包括ケア会議」を開催し、地域包括ケアシステムの構築や医療と介

護の連携について、広域的な課題の抽出やその対応策等の検討を行

い、各市町村の地域包括ケアシステムの構築を支援する。 

イ 地域包括支援センターによる総合相談と包括的な支援の実施 

地域包括支援センターは、地域支援事業として次の事業を実施し、

県は、その費用の一部を負担して市町村を支援する。 

(ｱ) 総合相談支援事業 

地域の高齢者が、住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を
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継続していくためにどのような支援が必要かを把握し、適切なサー

ビス、機関、制度の利用につなげていくため、総合相談支援を実施

する。 

(ｲ) 介護予防ケアマネジメント事業 

各市町村において把握した要支援・要介護状態になるおそれのあ

る高齢者を対象として、要支援・要介護状態になることを防止する

ために、介護予防事業を含めた適切なサービスが提供できるよう、

必要な援助や調整を実施する。 

(ｳ) 権利擁護事業 

地域の高齢者等への身体・精神面、財産面の権利侵害に対する総

合相談窓口として、地域の関係機関と連携を図りながら、権利擁護

相談や支援のための取組を行う。 

(ｴ) 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 

要介護者、要支援者及び要支援となるおそれのある者が継続的・

包括的なケアを受けることができるよう、保健・医療・福祉の関係

機関や団体等との連携を強化するための取組を実施する。 

ウ 地域包括支援センターを中心としたネットワークの構築 

地域ケア多職種協働推進事業（再掲） 

 

(2) 地域での支え合いの推進 

ア 身近な地域における介護保険サービスの適切な提供 

各市町村は、保険者として、高齢者等にとって住み慣れた地域を日

常生活圏域として設定した上で、各介護保険サービスの供給見込量を

算出し、適切な提供を行うこととしている。また、要介護者に対して、

住み慣れた地域における生活を24時間体制で支えるという観点から、

要介護者の生活圏域内にサービス提供の拠点が確保される「地域密着

型サービス」の提供を促進する。 

県は、「地域医療介護総合確保基金」を活用し、市町村が行う地域

密着型サービスの整備等を支援する。 

イ 住民参加による地域での支え合いの推進 

(ｱ) 地域での見守り活動の実施 

一人暮らしの高齢者等の安否を確認し、事故や緊急時に迅速な 

対応を取るとともに、閉じこもり等による地域や社会からの孤立を

予防し地域での生活を支えるため、市町村や地域包括支援センター

をはじめ、民生委員・児童委員、老人クラブ、地域住民等による見
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守り体制を充実させる。 

(ｲ) 介護予防・日常生活支援総合事業における生活支援等の実施（市町村） 

2017(平成29)年４月から、すべての市町村で、要支援者に対する

予防給付サービスのうち、訪問介護と通所介護を地域支援事業に移

行し、「介護予防・日常生活支援総合事業」を実施している。 

この事業により、市町村は地域の実情に応じて、住民等の多様な

主体が参画し、生活支援を含めた多様なサービスを提供する。 

多様な主体による多様なサービスを充実することで、地域の支え

合い体制づくりを推進していく。 

(ｳ) 健康団地の取組 

施設の老朽化と入居者の高齢化が進んでいる県営住宅を、建替え

により居住性能の改善とバリアフリー化を行うとともに、健康づく

り、コミュニティづくりの拠点を整備することで、「だれもが健康

で安心していきいきと生活できる健康団地」として再生していく。 

ウ 地域で支えるための人材の育成と体制づくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｱ) 社会福祉協議会との協働・連携 

社会福祉協議会は、社会福祉法に地域福祉推進を目的とする団体

として位置付けられており、神奈川県社会福祉協議会では、各種福
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祉人材の養成や無料職業紹介、ボランティア活動の振興、権利擁護

の取組をはじめとした様々な活動を行っている。 

神奈川県社会福祉協議会及び県内の市町村社会福祉協議会との協

働・連携により、地域福祉の一層の推進を図る。 

(ｲ) 地域福祉を推進する人材の活動支援・育成 

地域における支え合いの中心となる人材に対して活動支援を行う

とともに、人材の育成に取り組む。 

市町村は生活支援サービスの充実に向けて、ボランティア等の生

活支援の担い手の養成やサービスの開発、そのネットワーク化など

を行う「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」を地

域に配置するとともに、生活支援コーディネーターのほか、NPO法

人、社会福祉法人、社会福祉協議会、地域組織、民間企業、ボラン

ティア団体等生活支援サービスを担う多様な主体で情報共有や連

携・協働を進めるための協議体を設置する。 

県は、生活支援コーディネーターの養成やネットワーク化を進め

るための研修等を行い、市町村の取組を支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a 民生委員・児童委員の活動支援 

民生委員・児童委員を対象に、新任研修・リーダー研修・テ

ーマ別研修などを体系的に実施し、活動に必要な知識の習得を

図るとともに、各種支援制度の解説や日々の活動に役立つ情報

を盛り込んだ民生委員活動の手引を作成している。 
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また、民生委員・児童委員が行う一人暮らしの高齢者世帯等

への訪問活動などに対し、支援する。 

b 生活支援コーディネーター養成研修 

地域における生活支援・介護予防サービスの充実に向けて、

生活支援の担い手の養成やサービスの開発、関係者のネットワ

ーク化などを行う生活支援コーディネーターを養成するための

研修や、生活支援コーディネーター同士のネットワーク化や資

質向上のためのフォローアップ研修、地域フォーラム等を実施

する。 

 

(3) 医療提供体制の確保 

ア 地域医療構想の推進 

「誰もが元気でいきいきとくらしながら、必要なときに身近な地域

で質の高い医療・介護を安心して受けられる神奈川」を“神奈川の将

来のめざすすがた”とした上で、高齢化の進展に伴い、医療ニーズが

増大する中において、地域の限られた資源を有効に活用し、効率的で

質の高い医療提供体制を構築することを目的として、2025 年のある

べき医療提供体制の構築に向けた長期的な取組みの方向性を示すもの

として、平成 28年 10 月に神奈川県地域医療構想を策定し、平成 30

年３月に神奈川県保健医療計画の一部として位置付けた。 

この構想は、施策の方向性として次の３項目を掲げている。 

 

地域医療構想における施策の方向性 

１ 将来において不足する病床機能の確保及び連携体制構築に

向けた取組み 

２ 地域包括ケアシステムの推進に向けた在宅医療の充実に係

る取組み 

３ 将来の医療提供体制を支える医療従事者の確保・養成に向

けた取組み 

 

県や各地域では、地域の病院・診療所関係者や医療保険者などと話

し合いながら、それぞれの地域で必要な病床機能の確保、在宅医療の

充実、医療従事者の確保に向けた取組みなどを推進している。 
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イ 在宅医療の提供体制の構築 

(ｱ) 円滑な在宅療養移行に向けての退院支援 

県及び市町村は、退院元の医療機関と在宅医療を担う医療機関、

歯科医療機関、薬局、地域包括支援センター、基幹相談支援センタ

ー・相談支援事業所、居宅介護支援事業所、訪問看護ステーショ

ン、訪問リハビリテーション事業所、訪問介護事業所等の連携構築

により、切れ目のない継続的な医療提供体制の確保を推進する。 

(ｲ) 日常の療養支援 

県は、在宅医療に対応できる医療機関や薬局について、分かりや

すい情報提供を行うとともに、患者・家族が身近に相談できる「か

かりつけ医」、「かかりつけ歯科医」、「かかりつけ薬剤師・薬

局」の普及啓発に取り組む。 

地域の医療・介護関係者、地域包括支援センター等が地域住民か

らの相談等を受け、患者・利用者又は家族の要望を踏まえた対応を

行うことができるよう、市町村は在宅医療・介護連携推進事業を推

進する。 

県、市町村、医療機関・医療関係者及び介護・福祉関係者は、医

科や介護と連携した多職種による口腔ケアを含む在宅歯科医療支援

ネットワークの整備や、関係職種による口腔ケア及び摂食・嚥下リ

ハビリテーションを推進する。 

県、市町村及び医療機関・医療関係者は、薬剤師のための地域包

括ケアシステムや麻薬調剤などの在宅医療に関する研修などを推進

する。 

県は、地域においてリハビリテーション専門職等を活かした自立

支援に資する取組を推進する。 

こうした取組により、要介護状態になっても住み慣れた地域で自

分らしい暮らしを続けられるよう、要介護者に対する保健・医療・

福祉が連動した切れ目ない療養管理の支援体制を構築する。 

(ｳ) 急変時の対応 

県及び市町村は、在宅療養後方支援病院と在宅医療を担う医療機

関、訪問看護ステーション、訪問介護事業所、地域包括支援センタ

ー、居宅介護支援事業所等の連携構築を推進する。 

県は、高齢化の進展に伴う高齢者救急の増加に対応するため、引

き続き二次救急医療機関等を中心に急性期治療経過後のリハビリテ

ーション機能や在宅急病時の入院受入れ機能を担う回復期病床等へ

の転換を促進し、高齢者救急における地域完結型医療を推進する。 
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(ｴ) 患者が望む場所での看取り 

県及び市町村は、人生の最終段階における療養生活や治療につい

て、患者・家族が、知識や関心を深め、自ら選択・決定できるよう

普及啓発を行う。 

県、市町村、医療機関・医療関係者、及び介護・福祉関係者は、

患者の意思を尊重した人生の最終段階の医療が患者・家族、医療・

介護提供者の合意形成のもと適切に提供される医療体制のあり方に

ついて議論を深め、実施方策を含め検討していく。 

(ｵ) 在宅医療を担う医療機関 

県は、県医療審議会等の意見を聞きながら在宅療養支援診療所を

はじめとした地域包括ケアシステムの構築のために必要な診療所の

整備を支援するとともに、身近な「かかりつけ医」や「かかりつけ

歯科医」などによる訪問診療や往診などの在宅医療サービスが受け

られるよう、医師会や歯科医師会と連携して在宅医療の提供体制の

整備を推進する。 

(ｶ) 在宅医療に必要な連携体制  

がん診療連携拠点病院等は、各地域において緩和ケアを実施する

緩和ケア病棟や在宅緩和ケアを提供できる診療所を把握するととも

に、がん患者やその家族に情報を提供する。 

救命救急センターの「出口問題」については、県は、高齢化の進

展に伴う独居高齢者のさらなる増加等を踏まえ、在宅復帰が困難な

医療必要度が高い患者の長期療養の受け皿となる医療・介護施設の

量的確保と連携強化に向けた取組みを検討する。 

(ｷ) 医療と介護の連携の強化 

在宅医療・介護の連携推進については、国の在宅医療連携拠点事

業（平成 23・24 年度）、在宅医療推進事業（平成 25年度～27 年

度）を経て、平成 26年介護保険法改正により制度化された。 

県は、県全体及び県保健福祉事務所等の圏域で、「地域包括ケア

会議」を開催するとともに、在宅医療・介護関係者の研修のほか、

市町村や関係機関との情報交換・好事例の紹介等により、市町村の

取組を支援する。特に、医療に係る専門的・技術的な対応が必要な

切れ目のない在宅医療・介護の提供体制整備の構築や在宅医療・介

護連携に関する相談支援などは、医師会等と連携し、重点的に対応

する。 
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ウ 在宅医療を担う人材の確保・育成 

県は、関係団体と連携し、研修などを通じた教育の機会を継続的に設

け、関係団体と連携し、在宅医療を担う医師、歯科医師、薬剤師、看護

職員、歯科衛生士、歯科技工士、リハビリテーション専門職、介護職員

などの人材育成を行う。 

県及び市町村は、在宅医療・介護に従事する多職種が専門知識を活か

し、チームとして患者・家族を支えていくために必要な人材育成を行

う。 

県は、歯科診療所に対する在宅歯科医療への新規参入促進のための取

組み、担い手となる人材の育成を進めていく。 

 

(4) 地域リハビリテーションの体制整備 

ア 介護予防事業等の推進 

地域住民が、特に高齢者が健康でいきいきとした生活を送ることがで

きるよう、生活機能の低下が疑われる状態になった場合、早期に状態の

改善や重度化の予防を図っていくことが重要であるため、市町村及び県

は、要支援者や要支援・要介護状態になるおそれのある人に対して、

「介護予防事業」等の取組を進める。 

市町村及び県は、年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、

住民が主体となって行う「通いの場」の活動を推進するとともに、地域
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においてリハビリテーション専門職、その他関係職種を活かした自立支

援に資する取組を推進する。 

イ 医療のリハビリテーション体制整備 

県、市町村及び医療機関・医療関係者は、保健医療圏ごとに重層的な

リハビリテーション体制整備を進めるとともに、それぞれの役割を踏ま

えた病院と病院の連携、あるいは病院と診療所の連携を推進する。 

一次保健医療圏：かかりつけ医を中心としたリハビリテーション体制

の整備 

二次保健医療圏：一般医療機関で発症直後からのリハビリテーション

が実施できる体制とともに、さらに患者の状態に応

じて、その地域が存在する病院等が連携してリハビ

リテーションを遅延なく適切に実施できる体制の整

備 

三次保健医療圏：二次保健医療圏で対応できない特殊・高機能なリハ

ビリテーションを受け持つ体制の整備 

ウ 保健・医療・福祉の連携  

県、市町村、医療機関・医療関係者及び介護・福祉関係者は、「神奈

川県地域リハビリテーション連携指針」に基づき、「神奈川県リハビリ

テーション協議会」において、保健・医療・福祉の連携を図り、地域に

おいてそれぞれの状態に応じた適切なリハビリテーションサービスが円

滑に提供されるように推進する。 

エ リハビリテーションに係る人材の養成・確保 

県は、修学資金の貸付を通じて、理学療法士等の確保・定着を推進す

る。 

県は、「神奈川県地域リハビリテーション連携指針」に基づき、指定

した「神奈川県リハビリテーション支援センター」において、地域のリ

ハビリテーションに関する情報の提供、専門相談、人材育成のための研

修などを実施し、適切なリハビリテーションの提供に向けた支援に取り

組む。 

県は、人材育成のための研修などを実施し、適切なリハビリテーショ

ンの提供に向けた支援に取り組むとともに、人材育成に向けた研修を実

施する団体等を支援する。 
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(5) 多様な住まいの確保 

ア 高齢者向け住宅の整備 

(ｱ) 高齢者や障がい者向け住宅の供給 

県営住宅の建替えにあたっては、高齢者が安心して暮らせるよう

に、室内の段差解消や手すりの設置などバリアフリー化を進める。

また、一部の住戸については、障がい者向けの特定目的住宅として

供給する。 

 (ｲ) シルバーハウジング（高齢者世話付き住宅）事業の実施 

今後とも増大する高齢者の世帯が、地域生活の中で自立して安全

かつ快適な生活を営むことができるよう、福祉施策と連携し、シル

バーハウジング（高齢者世話付き住宅）を供給する。 

イ 高齢者等の居住支援の推進 

(ｱ) 居住支援の推進 

高齢者等は、病気や事故、安全面等への不安から賃貸住宅の入居

を敬遠されることがあることから、賃貸住宅の家主から、高齢者等

住宅の確保に配慮を要する者の入居を拒まない住宅の登録を受け、

当該登録情報を広く県民に提供するなどの取組を進める。 

(ｲ) 多様な住まいの普及の推進 

a 神奈川県居住支援協議会による取組 

高齢者や障がい者、外国人等の住宅確保要配慮者の民間賃貸

住宅への円滑な入居や供給の促進、その他必要な措置について

協議・実施する。 

b サービス付き高齢者向け住宅の登録及び適正管理の促進 

サービス付き高齢者向け住宅の登録を促進するとともに、バ

リアフリーなどの住宅の質や生活支援サービスの質を確保する

ため、事業者等に対して、「サービス付き高齢者向け住宅整備

運営指導指針」の普及啓発や定期的な報告の徴収、立入検査を

実施する。 

c 住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業の登録制度 

賃貸住宅の家主から、低額所得者、高齢者、障がい者、子育

て世帯等住宅確保要配慮者の入居を拒まない住宅の登録を受け、

当該登録情報を広く県民に提供していくことにより、住宅確保

要配慮者の居住の安定確保を図る。 

d 居住支援活動をとりまく周辺環境整備事業 

住宅確保要配慮者の居住支援にあっては、不動産店や居住支
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援団体等との連携が不可欠であることから、居住支援に必要な

知識を習得する講座を実施する。 

 

３ 「神奈川県保健医療計画」の中間見直し及び「かながわ高齢者保健福祉

計画」の改定について 

 

 (1) 改定等の理由 

「神奈川県保健医療計画」（平成30 年度～令和５年度）は、本年度は

計画策定から３年目のため、中間見直しを実施する時期となっている。 

また、「かながわ高齢者保健福祉計画」（平成30年度～令和２年度）は

令和３年３月で計画期間が満了する。 

そこで、両計画の整合性を確保しながら「神奈川県保健医療計画」の中

間見直し及び「かながわ高齢者保健福祉計画」の改定を令和２年度中に行

う必要がある。 

 

 (2) 改定等の概要 

ア 「神奈川県保健医療計画」の中間見直しのポイント 

(ｱ) 介護保険事業（支援）計画等の関連計画との整合性の確保 

同時期に改定又は見直しを行う関連計画との整合性を確保する。 

特に「かながわ高齢者保健福祉計画」との整合性については、医

療と介護の一体的整備を推進する上で重要であることから、地域医

療構想調整会議を「協議の場」として活用し、在宅医療及び介護サ

ービスの整備目標を検討する。 

(ｲ) 基準病床数の見直し検討 

基準病床数の見直しの要否を含め、地域医療構想調整会議等を活

用し、地域の意見を聞きながら検討を進める。 

(ｳ) 災害拠点精神科病院の指定に係る計画への位置付け 

本年４月１日に神奈川県立精神医療センターを災害拠点精神科

病院として指定したことに伴い、計画に位置付ける。 

 

イ 「かながわ高齢者保健福祉計画」の改定のポイント 

国の「介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保するため

の基本的な指針（案）」を踏まえ、次の事項をポイントに改定す

る。 
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(ｱ) 地域共生社会の実現 

令和２年６月に公布された「地域共生社会の実現のための社会福

祉法等の一部を改正する法律」を踏まえ、介護保険制度に基づく地

域包括ケアシステムの推進や地域づくり等に一体的に取り組むこと

で、地域共生社会の実現を図る。 

(ｲ) 認知症施策推進大綱を踏まえた施策の展開 

令和元年６月に国が策定した認知症施策推進大綱を踏まえ、誰も

が認知症になりうることを意識し、同じ社会でともに生きる、共生

の基盤のもと、認知症施策を進める。 

(ｳ) ロボット・ＩＣＴの導入促進による介護現場の革新 

令和元年度に国のパイロット事業として実施した介護現場革新会

議の成果を踏まえ、介護事業所へのロボット・ＩＣＴ導入を促進

し、介護職員の負担軽減と介護サービスの質の向上を図る。 

(ｴ) 災害や感染症に対する対応力の強化 

近年の洪水などの災害や新型コロナウイルス感染症の流行を踏

まえ、研修・訓練の実施や、必要な物資の備蓄などの平時からの

事前準備、関係機関との連携による発災時の応援体制の構築など

により、災害・感染症発生時のサービス継続の対応力強化を図

る。 

 

(3) 今後のスケジュール 

ア 「神奈川県保健医療計画」の中間見直し 

時期 会議等 内容 

令和２年 

11～12月 

第２回地域医療構想調整会議 素案の協議・検討 

12月 
第３回県議会定例会厚生常任

委員会 

素案の報告 

令和２年12月

～ 

令和３年１月 

パブリック・コメントの実施 素案に対する意見

募集 

１～２月 第３回地域医療構想調整会議 改定案の協議・検

討 ２～３月 第３回保健医療計画推進会議 

３月 
県医療審議会 改定案の報告 

改定計画の決定 
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イ 「かながわ高齢者保健福祉計画」の改定 

時期 会議等 内容 

令和２年11月 

かながわ高齢者保健福祉計画

評価・推進委員会 

社会福祉審議会 

素案の審議 

12月 第３回県議会定例会厚生常任

委員会 

素案の報告 

令和２年12月

～ 

令和３年１月 

パブリック・コメントの実施 素案に対する意見

募集 

２月 かながわ高齢者保健福祉計画

評価・推進委員会 

改定案の審議 

３月 

社会福祉審議会 改定案の審議 

国基本指針の告示 

改定計画の決定 
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Ⅱ 生涯学習環境の充実について 

県教育委員会では、平成19年８月に、本県の教育の総合的な指針となる

「かながわ教育ビジョン」（以下「教育ビジョン」という。）を策定し、

平成27年10月には、生涯学習社会の進展にあわせ、「生涯にわたる自分づ

くり」が一層重要であるという視点に立ち、一部改定を行っている。その

後、国、県の計画等を踏まえ、令和元年10月に一部改定を行っている。 

本項目では、教育ビジョンに位置付けている生涯学習の取組みのうち、

主な取組みについて報告する。 

 

１ 県立社会教育施設などの生涯学習機能の充実 

(1) 県立社会教育施設における生涯学習事業 

ア 県立社会教育施設の取組 

県民の「学び」や「学び直し」を支援するため、県立社会教育

施設において、資料の収集・整備・保存作業、及び調査研究を活

用した展示事業や教育普及活動を実施している。 

(ｱ) 県立図書館 

昭和29年に横浜市西区に設置された図書館で、社会・人文系

の資料、神奈川に関する資料、視聴覚資料などを収集・提供し

ている。 

 

(ｲ) 川崎図書館 

昭和33年に川崎市川崎区に設置された図書館で、平成30年に

川崎市高津区にある、かながわサイエンスパーク（ＫＳＰ）に

移転した。「ものづくり情報ライブラリー」として、工学、産

業技術、自然科学分野の資料を中心に収集・提供している。 

 

(ｳ) 金沢文庫 

昭和５年に横浜市金沢区に設置された博物館で、国宝「称名

寺聖教・金沢文庫文書」をはじめ、鎌倉時代の諸相を今日に伝

える貴重な文化財を収蔵・展示している。 

 

(ｴ) 近代美術館 

昭和59年に鎌倉市に鎌倉別館、平成15年に葉山町に葉山館が

設置され、現在２館体制で運営している美術館で、日本の近代

美術の作品を中心に、世界各地の版画などを含め、日本の公立

美術館の中でも有数のコレクションを収蔵・展示している。 

 



 

- 21 - 
 

(ｵ) 歴史博物館 

現在、国の重要文化財に指定されている旧横浜正金銀行本店

本館の建物を活用し、昭和41年に横浜市中区に設置された人文

系博物館で、神奈川の文化と歴史をテーマに、歴史・民俗・美

術分野を総合的に扱っている。 

 

(ｶ) 生命の星・地球博物館 

平成７年に小田原市に設置された自然系博物館で、46億年に

わたる地球の歴史と生命の多様性を扱っている。 

 

県立社会教育施設における主な展示・講座内容（令和２年度） 

施設名称 展示・講座名称 

県立図書館 
「大学で学ぼう～生涯学習フェア～」、「図書館建築講

座（予定）」 ほか 

川崎図書館 「大人の理科教室」 ほか 

金沢文庫 
企画展「江戸刷り物品定メ～二代目金沢文庫長の秘策

～」、「あの時の金沢文庫1964」 ほか 

近代美術館 
企画展「日本・チェコ交流100周年 チェコ・デザイン

100年の旅」、「生命のリアリズム 珠玉の日本画展」 

ほか 

歴史博物館 
特別展「相模川流域のみほとけ」、「かながわの正月

（予定）」 ほか 

生命の星・地球博物館 
企画展「ゴンドワナ～岩石が語る大陸の衝突と分裂～」 

ほか 

 

県立社会教育施設の入館者数の推移（人） 

年度 県立図書館 川崎図書館 金沢文庫 近代美術館 歴史博物館 
生命の星・地
球博物館 

合計 

平成29年度 168,237 88,010 88,645 128,927 －(※1) 319,134 792,953 

平成30年度 142,708 68,892 41,375 141,150 121,415 313,533 829,073 

令和元年度 143,349 83,244 23,128 99,451 113,331 294,286 756,789 

※1 空調設備等改修工事のため、平成28年６月１日から平成30年４月27日まで休館 

 

イ 県立社会教育施設における新型コロナウイルス感染症対策 

令和２年３月２日に、新型コロナウイルス感染症拡大を防ぐ観

点から、３月４日から３月15日まで臨時休館等とした。その後、

段階的に、休館期間を延長した。 

５月25日の、国の緊急事態宣言解除を受け、新型コロナウイル

ス感染症に対する万全な拡大予防対策を講じた上で、以下のとお
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り段階的に再開館することとした。 

・ 県立図書館及び川崎図書館については、予約貸出及び返却の

ための窓口サービスを５月27日から先行実施し、６月９日から

再開館した。 

・ 歴史博物館、金沢文庫(一部)、近代美術館(一部)については、

６月９日から再開館した。 

・ 生命の星・地球博物館については、施設内の燻蒸作業完了後、

７月１日から再開館した。 

また、５月26日に、県立の図書館や博物館で実施する感染拡大

予防対策の共通事項をまとめた「新型コロナウイルス感染拡大予

防対策ガイドライン」を各施設に通知した。再開館にあたって、

各施設は、同ガイドラインに基づき具体的な対策マニュアルを作

成した。 

その後は、国の動向や県の方針等に基づいて、同ガイドライン

を改定するとともに、各施設もガイドラインにあわせ、マニュア

ルの改定を行い対応している。 

 

(2) 県立図書館再整備事業 

老朽化や収蔵スペース不足などの課題を解消するとともに、「価

値を創造する図書館」「魅せる図書館」として新たな魅力を備えた

図書館とするため、県立図書館の再整備に取組んでいる。令和元年

度は、新棟の新築工事に係る基本・実施設計及び建設予定地にある

収蔵庫の除却工事等を行った。 

令和２年度は、新棟新築工事を行っている。 

 

(3) 生涯学習情報の発信 

県内の生涯学習に関する講座・イベントや県内で活動中の指導者、

団体・グループ情報、大学の公開講座など様々な「学び」に関する

情報を集約し、一括して検索できる生涯学習情報システム「ＰＬＡ

ＮＥＴかながわ」を、県立図書館において運用しており、ＰＲチラ

シやソーシャルメディア、生涯学習指導者研修の場等で活用を促進

している。 
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「PLANETかながわ」における講座等の登録件数等の推移 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

講座等の登録件数 32,484 30,326 24,923 

HPアクセス数 50,562 74,514 68,292 

 

２ 読書活動の推進 

平成31年３月策定の「かながわ読書のススメ～第四次神奈川県子ども

読書活動推進計画」に基づき、生涯学習指導者研修「読書活動実践コー

ス」、子ども読書活動推進フォーラムを開催し、子どもの読書活動に関

わる方の資質の向上を図っている。 

また、子どもが読書への関心を高められるような活動、取組事例をま

とめた「取組事例ガイドブック」を令和２年３月に作成し、幼・小・

中・高校、図書館、公民館等に配付するとともに、ホームページへの掲

載を行っている。 

 

３ 学校等を活用した地域での学びの場づくりの推進 

(1) 県立学校開放事業 

地域に親しまれる学校づくりを促進するため、県立学校の会議室、

音楽室、美術室等の学習施設や、運動場、体育館、テニスコート、

武道場等の体育施設を、地域の学習・文化・スポーツグループ等の

活動の場として、県民の利用に供している。また、県立学校の人材

と施設を活用し、学習・文科系講座及びスポーツ教室などを実施し

ている。 

令和２年度は、県立学校における新型コロナウイルス感染症拡大に

伴う臨時休業等のため休止していたが、利用団体に感染症対策を行っ

ている旨のチェックリストを提出してもらうことや使用後の消毒を実

施することなど、感染症対策を徹底した上で、10月１日以降、各学校

の状況により再開している。 

 

県立学校施設開放実施数の推移 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

利用者数 272,402 265,271 243,626 

学校数 159 156 163 
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県立学校公開講座実施数の推移 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

受講者数 326 454 283 

学校数 16 18 14 

 

(2) 生涯学習指導者養成事業等 

ア 生涯学習指導者研修 

県内市町村社会教育・生涯学習行政担当者・社会教育指導者等

を対象とした資質向上のための研修や、新たに活動する者等を対

象とした人材育成のための研修を行っている。 

令和２年度は、新型コロナウイルス感染症拡大を防ぐ観点から

中止、延期、時間短縮や定員を減らす等の見直しを行った上で、

開催する際には主催者、受講者ともに十分な予防策を講じ、安全

な研修の実施に努めている。 

 

コース別の生涯学習指導者研修状況の推移 

コース名 
平成29年度 平成30年度 令和元年度 

回数 人数 回数 人数 回数 人数 

社会教育担当者 ４ 97 ４ 109 ４ 131 

公民館担当者 ５ 144 ５ 169 ５ 158 

学校と地域との協働推

進 
４ 222 ４ 161 ５ 262 

読書活動実践 ３ 281 ３ 287 ３ 326 

放課後子ども教室等推

進 
４ 312 ４ 405 ４ 355 

地区生涯学習指導者 ４ 239 ４ 196 ４ 184 

ＰＴＡ指導者 ６ 968 ６ 894 ６ 862 

県立高等学校ＰＴＡ担

当教員 
１ 144 １ 138 １ 139 

家庭教育支援 － － １ 22 １ 19 

 

イ 優良ＰＴＡ神奈川県教育委員会表彰 

優れた取組を行い、実績をあげているＰＴＡを表彰することで、

団体の資質及び意欲の向上を図っている。 

令和２年度は、９月４日、県庁本庁舎大会議場において、小・

中・高校、特別支援学校のＰＴＡ40団体を表彰した。なお、表彰

式は出席者を減らし、時間を短縮するなど、新型コロナウイルス

感染症対策を講じた上で開催した。 
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優良ＰＴＡ神奈川県教育委員会表彰団体数の推移 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

団体数 43 41 40 

 

(3) 地域と学校の連携・協働体制構築事業 

ア 地域学校協働活動事業 

地域全体で子どもたちの学びや成長を継続的に支え、地域の活

性化を図るため、「地域学校協働活動」を実施する市町（政令

市・中核市を除く）に対し、運営経費の一部を補助している。併

せて、地域と学校が連携・協働する体制やしくみを構築するため、

県立高校２校（小田原城北工業高校、愛川高校）においても実施

している。 

令和２年度は、４市町73か所に補助を行う予定としているが、

各市町は、新型コロナウイルス感染症拡大を防ぐ観点から、児

童・生徒に携わる活動に関しては、小・中学校の臨時休業に合わ

せて開始時期を延期し、学校の教育活動再開以降、予防策を講じ

ながら事業を実施している。また、県立高校についても、同様に

対応している。 

このほか、「地域学校協働活動」に関わるコーディネーター等を

対象とした学校と地域との協働推進に係る生涯学習指導者研修会を

実施している。令和２年度は、２回の実施を予定している。 

さらに、多彩な経験や技能を持つ外部人材や企業等の参画によ

り、土曜日等に体系的・継続的な教育プログラム「土曜日の教育

支援活動」を企画・実施する市町（政令市・中核市を除く）に対

し、運営経費の一部を補助している。 

令和２年度からは、「地域学校協働活動」事業に統合し、８市

町44か所に補助を行う予定としている。(地域学校協働活動と合

わせて10市町117か所に補助) 

なお、「地域学校協働活動」は、コミュニティ・スクール（学

校運営協議会制度）と両輪で機能することにより、目標・ビジョ

ンの共有を通じて、地域と学校の更なる連携・協働が推進される

などの相乗効果が上がることが期待されている。 
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地域学校協働活動実施数の推移（政令市・中核市を除く） 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

箇所数 64 67 67 

市町村数 ３市 ４市町 ４市町 

 

土曜日の教育支援活動実施数の推移（政令市・中核市を除く） 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

箇所数 33 33 44 

市町村数 ７市町 ７市町 ８市町 

 

イ 地域未来塾推進事業 

学習支援が必要な中学生等に対して、学習習慣の確立と基礎学

力の定着を図り、学力・自己肯定感の向上を目指すとともに、高

等学校等への進学に向けた支援を行うため、「地域未来塾」を実

施する市町（政令市・中核市を除く）に対し、運営経費の一部を

補助している。 

令和２年度は、２市町４か所に補助を行う予定としているが、

各市町は、新型コロナウイルス感染症拡大を防ぐ観点から、開始

時期の延期や、リモートの活用などの工夫をしながら実施してい

る。 

 

地域未来塾推進事業実施数の推移（政令市・中核市を除く） 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

箇所数 １ ２ ４ 

市町村数 １市 ２市町 ３市町 

 

４ 子どもの社会的な経験の機会の充実 

(1) 放課後子ども教室推進事業 

放課後等における子どもたちの安全で健やかな居場所づくりを推

進するため、「放課後子ども教室」を実施する市町村（政令市・中

核市を除く。「朝の子どもの居場所づくり」を行う２か所を含む。）

に対し、設置、運営経費の一部を補助している。 

令和２年度は、26市町村174か所に補助を行う予定としているが、

各市町村は、国から発出された新型コロナウイルス感染症対策に関

する取扱いについての事務連絡に基づき、小学校の臨時休業に合わ
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せて、放課後子ども教室も基本的に年度当初から休止とした。 

その後、６月１日から学校の教育活動が再開し、地域や学校の実

情に応じて感染の予防に留意した上で実施している。 

 

放課後子ども教室推進事業実施数の推移（政令市・中核市を除く） 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

箇所数 123 146 167 

市町村数 25市町村 25市町村 26市町村 

 

５ 子育て・家庭教育への理解と環境づくり 

(1) 家庭教育推進事業 

家庭教育に関する学習資料や相談機関紹介カードを作成・配付す

ることにより、家庭の教育力の向上を支援している。 

また、県内事業者に対して家庭教育支援の取組みを促すなど、県

内の事業者と連携・協力して事業を展開し、従業員による家庭教育

を支援している。 

 

(2) 家庭教育支援総合推進事業 

保護者が安心して家庭教育を行えるよう、身近な地域において保

護者が家庭教育や子育てについて学べる学習機会を提供したり、相

談対応を行うなど、家庭教育を支援する活動を実施している市町

（政令市・中核市を除く）に対し、経費の一部を補助している。 

令和２年度は、３市町が実施する42の学習講座等に補助を行う予

定としているが、各市町は、新型コロナウイルス感染症拡大を防ぐ

観点から実施時期の延期や定員の削減などの見直しを行った上で、

予防策を講じ、学習講座等を実施している。 

 

家庭教育支援のための学習講座開催数の推移（政令市・中核市を除く） 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 

開催数 － 56 61 

市町村数 補助市町村なし １市 ３市町 

 

 


